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整理番号 28-9 

補助事業名 平成28年度 エコ社会の実現に向けた電子領収書に関する調査 補助事業 

補助事業者名 （一財）ニューメディア開発協会 

 

１ 補助事業の概要 

（１）事業の目的 

電子政府による利便性の向上や電商取引による企業活動が活発化し、民間企業の企業活動に

おける省力化・コスト削減などのメリットが生じた。しかし、消費者にとって殆どメリット

はなかった。電子領収書を利活用した応用分野で、消費者の利便性に貢献すると供に、エコ

社会の実現に向けた貢献を図りたい。 

（２）実施内容 

①協会ホームページでのＪＫＡ案件の掲載 

 ・ＪＫＡへのリンク 

 ・委員会の実施状況 

 ・報告書の掲載（予定）を記載 

 http://www2.nmda.or.jp/ (URL) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②委員会の実施状況 

ア 第１回委員会開催 

  http://www2.nmda.or.jp/archives/996/ (URL) 

http://www2.nmda.or.jp/
http://www2.nmda.or.jp/archives/996/
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イ第２回委員会開催 

   http://www2.nmda.or.jp/archives/1000/ (URL) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www2.nmda.or.jp/archives/1000/
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ウ第３回委員会開催 

  http://www2.nmda.or.jp/archives/1004/ (URL) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ第４回委員会開催 

 http://www2.nmda.or.jp/archives/1336/ (URL) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www2.nmda.or.jp/archives/1004/
http://www2.nmda.or.jp/archives/1336/
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２ 予想される事業実施効果 

 技術開発を推進する企業や業界からのメンバだけでなく、消費者を擁護する消費者協会の

メンバも委員として参画した委員会を構成し、消費者目線に立った視点から、バランスの取

れた意見を集約しているため、今後、進歩した技術を応用した電子サービスに対しても、同

様のリスクを抱えることになる新たなサービスへ製品企画上の考慮点として、参考にしても

らいたい。 

３ 補助事業に係る成果物 

（１）補助事業により作成したもの 

   報告書（準備中） 

   ※６月に掲載予定 

 

（２）（１）以外で当事業において作成したもの 

   特になし 

 

４ 事業内容についての問い合わせ先 

団 体 名： 一般財団法人ニューメディア開発協会 

住  所： 〒103-0024 

    東京都中央区日本橋小舟町３番２号 代 表 者： 永松荘一（ナガマツソウイチ） 

担当部署： 公共・地域ＩＴ利活用グループ（コウキョウ・チイキＩＴリカツヨウグループ） 

担当者名： 主任研究員 齊藤哲夫 （サイトウテツオ） 

電話番号： 03-3869-5032 

F A X   ： 03-3869-5029 

E-mail  ： t.saito@nmda.or.jp 

ＵＲＬ  ： http://www2.nmda.or.jp/ 

http://www2.nmda.or.jp/

